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1.  平成23年3月期の連結業績（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期 37,661 10.8 1,030 113.0 1,034 119.9 547 23.2
22年3月期 33,983 △10.8 483 △15.6 470 △16.3 444 156.5

（注）包括利益 23年3月期 548百万円 （△3.8％） 22年3月期 570百万円 （―％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

23年3月期 24.60 ― 8.4 5.1 2.7
22年3月期 19.98 ― 7.3 2.4 1.4

（参考） 持分法投資損益 23年3月期  1百万円 22年3月期  0百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期 20,830 6,732 32.3 302.53
22年3月期 20,125 6,318 31.4 283.87

（参考） 自己資本   23年3月期  6,732百万円 22年3月期  6,318百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

23年3月期 1,609 △22 △947 1,629
22年3月期 △457 37 84 1,015

2.  配当の状況 

（注）24年３月期の配当金額は未定であります。 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

22年3月期 ― 3.00 ― 3.00 6.00 133 30.0 2.2
23年3月期 ― 3.00 ― 4.00 7.00 155 28.4 2.3

24年3月期(予想) ― ― ― ― ― ―

3.  平成24年3月期の連結業績予想（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 
 平成24年３月期の連結業績予想につきましては、平成23年３月11日に発生しました東北地方太平洋沖地震の影響により、業績の見通しを立てることが
困難であるため、未定とさせていただき、業績予想の開示が可能となった時点で速やかに開示する予定です。 
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4.  その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無  

(2) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

〔（注）詳細は、22ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧下さい。〕 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

（注）１株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、28ページ「１株当たり情報」をご覧下さい。 

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う変更  ： 有

② ①以外の変更  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期 22,800,000 株 22年3月期 22,800,000 株

② 期末自己株式数 23年3月期 545,072 株 22年3月期 542,899 株

③ 期中平均株式数 23年3月期 22,255,811 株 22年3月期 22,258,360 株

（参考）個別業績の概要 

1.  平成23年3月期の個別業績（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

 
２．平成24年３月期の個別業績予想（平成23年４月１日～平成24年３月31日） 
 
 平成24年３月期の個別業績予想につきましては、平成23年３月11日に発生しました東北地方太平洋沖地震の影響により、業績の見通しを立てることが
困難であるため、未定とさせていただき、業績予想の開示が可能となった時点で速やかに開示する予定です。 

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期 37,341 10.6 1,021 112.6 1,007 117.5 576 26.3
22年3月期 33,770 △10.3 480 △15.0 463 △16.2 456 161.9

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

23年3月期 25.92 ―

22年3月期 20.52 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期 20,974 6,685 31.9 300.40
22年3月期 20,739 6,221 30.0 279.52

（参考） 自己資本 23年3月期  6,685百万円 22年3月期  6,221百万円

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外でありますが、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく財務諸表の監
査手続が実施中です。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
１．本資料に記載されている将来性に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績
等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、２ページ
「１．経営成績 （１）経営成績に関する分析」をご覧下さい。 
２．当社は、株主への利益配分を最重要課題と認識し、安定的な利益の還元を配当の基本としつつ、業績及び配当性向等を総合的に勘案いたしまして、
実施しております。しかしながら、平成24年３月期の配当につきましては、事業環境の先行きが不透明であることから、現時点で未定とさせていただき、今
後の業績見通し等を勘案した上で、改めてご提案申し上げます。 
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①当期の経営成績  

当連結会計年度における国内経済は、厳しい雇用環境やデフレ状況が続いたものの、中国をはじめと

したアジア向け輸出の増加により緩やかな回復基調で推移しました。しかしながら年度末に発生しまし

た東北地方太平洋沖地震が国内経済に及ぼす影響は計り知れず、先行きの見通せない状況となっており

ます。 

当社グループが主力をおきます自動車業界においても、好調だった輸出に加え、エコカーに対して減

税並びに補助金支給などの政府による販売支援策も功を奏し、景気は回復傾向が続きました。 

このようななか、オートパーツ事業では貨物輸送の需要増による大型車関連部品、並びに降雪による

タイヤチェーンなどの冬物商品の販売が好調でありました。プレシジョンパーツ事業では自動車生産台

数の回復もあり、電装関連部品を中心に売上が拡大しました。ＩＴ事業や産業システム事業においても

企業の設備・情報投資の回復により増収となりました。 

その結果、当連結会計年度の連結売上高は37,661百万円（前期比10.8％増）、営業利益1,030百万円

（前期比113.0％増）、経常利益1,034百万円（前期比119.9％増）、当期純利益547百万円（前期比

23.2％増）となりました。 

  

セグメント別の営業概況は、次のとおりであります。 

  

［オートパーツ事業］ 

補修用ばね・サブタンクなどの大型車部品、タイヤチェーンなどの冬物商品や自社ブランドであるグ

リーン商品の売上が増加し、連結売上高は14,484百万円（前期比5.1％増）、営業利益は427百万円（前

期比56.2％増）となりました。 

  

［プレシジョンパーツ事業］ 

インジェクタ部品や電装関連部品などを中心に精密加工部品の売上が増加し、連結売上高は20,288百

万円（前期比9.3％増）、営業利益は609百万円（前期比126.6％増）となりました。 

  

［ＩＴ事業］ 

加工品、情報関連の商品の売上が増加し、連結売上高は1,391百万円となりましたが、事業の黒字化

には及ばず、営業損失は18百万円となりました。 

  

［産業システム事業］ 

設備投資の需要の回復により機材関連商品を中心に売上が増加し、連結売上高は1,496百万円、営業

利益は12百万円となりました。 

  

１．経営成績

（１）経営成績に関する分析
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当社は、当第３四半期連結会計期間より、従来「ＩＴ事業」に含まれておりました機材設備関連商品

の販売に係る事業を分離独立し、「産業システム事業」を新設いたしました。 

これにより、従来「オートパーツ事業」、「プレシジョンパーツ事業」および「ＩＴ事業」の３つを

報告セグメントとしておりましたが、これを「オートパーツ事業」、「プレシジョンパーツ事業」、

「ＩＴ事業」および「産業システム事業」の４つに変更しております。 

なお、連結売上高及び営業損益については期首から変更後のセグメントに組み替えた金額としており

ます。 

  

②次期の見通し 

平成24年３月期の連結業績予想につきましては、平成23年３月11日に発生しました東北地方太平洋沖

地震の影響により、業績の見通しを立てるのが困難であるため、未定とさせていただき、業績予想の開

示が可能となった時点で速やかに開示する予定です。 
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①資産、負債及び純資産の状況 

当連結会計年度末の総資産は20,830百万円となり、前連結会計年度末に比べ704百万円増加いたしま

した。 

流動資産は、14,444百万円となり、641百万円増加いたしました。これは、主として商品及び製品が

53百万円減少した一方で、現金及び預金が614百万円増加したことなどによります。 

固定資産は、6,385百万円となり、63百万円増加いたしました。これは、主として有形固定資産のそ

の他が161百万円増加したことなどによります。 

当連結会計年度末の負債合計は14,097百万円となり、前連結会計年度末に比べ290百万円増加いたし

ました。 

流動負債は、13,416百万円となり、13百万円増加いたしました。これは、主として支払手形及び買掛

金が540百万円増加したことなどによります。 

固定負債は、680百万円となり、276百万円増加いたしました。これは、主としてリース債務が172百

万円増加したことなどによります。 

当連結会計年度末の純資産は6,732百万円となり、前連結会計年度末に比べ414百万円増加いたしまし

た。これは、主として利益剰余金が414百万円増加したことなどによります。 

  

  

②キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度における連結ベースの現金および現金同等物（以下「資金」という。)は、前連結会

計年度末と比べ 614百万円増加し、当連結会計年度末には、1,629百万円となっております。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度における営業活動による資金の増加は、1,609百万円（前期比2,066百万円増）となっ

ております。これは、主として税金等調整前当期純利益の増加による資金の増加が976百万円、仕入債

務の増加による資金の増加が564百万円あったためであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度における投資活動による資金の減少は、22百万円（前期比59百万円減）となっており

ます。これは、主として有形固定資産の取得による支出が88百万円あったためであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度における財務活動による資金の減少は、947百万円（前期比1,031百万円減）となって

おります。これは、主として短期借入金の返済が1,002百万円あったためであります。 

  

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移 

  

（２）財政状態に関する分析

平成19年3月期 平成20年3月期 平成21年3月期 平成22年3月期 平成23年3月期

自己資本比率 24.7 29.7 32.0 31.4 32.3

時価ベースの自己資本比率 31.4 25.0 27.1 25.5 23.8

キャッシュ・フロー対有利子
負債比率 0.9 △1.3 △8.7 △7.9 1.6

インタレスト・カバレッジ・
レシオ 78.3 △37.9 △9.8 △13.7 67.9
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当社は、株主への利益配当を最重要課題と認識し、安定的な利益の還元を配当の基本としつつ、業績

及び配当性向等を総合的に勘案いたしまして、実施しております。 

当期につきましては、期末配当を１株当たり４円とし、さきの１株当たり３円の中間配当とあわせて

年間で１株７円を予定しております。 

また、次期につきましては未定とさせていただき、配当予想額の開示が可能となった時点で速やかに

開示する予定としております。 

  

①業績の季節変動について 

オートパーツ事業の中に含まれるタイヤチェーンおよび乗用車スタッドレスタイヤ用ホイールなどの

冬季商品の売上高が主に下半期に計上されており、下半期に利益が偏る傾向になっております。 

  

②特定の業界への依存度について 

当社グループは自動車業界を主要取引先としており、自動車メーカー全般の生産および販売動向、さ

らには自動車整備業界の需要動向によって影響を受ける可能性があります。 

  

③商品クレーム 

当社グループは自動車業界をはじめ、電機、医療・福祉、建築関連など多種多様な業界に協力メーカ

ーで生産した商品を供給しております。したがって、当社では ISO9001に基づく品質マネジメントシス

テムの運用を徹底し、品質の維持向上に傾注しておりますが、万一、当社グループが納入した商品に品

質面でのクレームが発生した場合、当社に製品回収、代替品納入および原因究明のための費用が発生す

るリスクが存在しております。 

  

  

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

（４）事業等のリスク
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 当社グループは、当社、連結子会社４社（うち海外２社）、関連会社２社（うち海外１社）ならびに当社

の親会社で構成されており、自動車用部品用品および産業用機器・部品等の製造販売を主な事業内容として

おります。 

 当社グループの事業に係わる位置づけ、および事業の種類別セグメントとの関連は次のとおりでありま

す。 

  

  

 
注）各事業区分別の主要商品は、セグメント情報 １.事業の種類別セグメント（注２）事業区分の主要商

品」のとおりであります。 

２．企業集団の状況

事業区分 売上区分 地域 主要会社名

オートパーツ事業 自動車用部品用品 

自動車用ばね

国内 製造販売 日本発条㈱ 

㈱東洋富士製作所

販売 日発販売㈱

サービス事業 ニッパンビジネスサポート㈱

海外 販売 NHKインテックス社 

タイニッパン有限公司

プレシジョンパーツ 

事業

産業用機器・部品 

精密ばね・同複合機能部品 

ファスナー 

資材

国内 製造販売 日本発条㈱ 

アルプススクリュー㈱

販売 日発販売㈱

サービス事業 ニッパンビジネスサポート㈱

海外 販売 NHKインテックス社 

日帆商貿（惠州）有限公司

IT事業 情報関連 

加工関連 

医療関連

国内 製造販売 日本発条㈱

販売 日発販売㈱

サービス事業 ニッパンビジネスサポート㈱

産業システム事業 機材設備関連 国内 販売 日発販売㈱

サービス事業 ニッパンビジネスサポート㈱
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 以上の企業集団の状況について事業系統図を示すと次のとおりであります。 

 

  

  

 (注)１．特定子会社はありません。 

２．売上高（連結会社相互間の内部売上高は除く）の連結売上高に占める割合が10％を超えている会社はありま

せん。 
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当社グループでは、『新たな価値を創造するとともに社会的責任を果たし、人々の期待と信頼に応え

る 』を経営の基本方針に掲げ、お取引先様、社会、株主の皆様、そして従業員など、すべてのステー

クホルダーにとって存在価値ある企業を目指しております。 

  

業績・収益性の向上を最大の経営課題と捉え、経営目標として売上高経常利益率５％を目指しており

ます。なお、当連結会計年度では2.7％となっております。 

  

業績・収益性の継続的向上（連結売上高経常利益率５％以上）と企業の社会的責任を果たす企業経営

の実現を目標に経営戦略を構築し、以下の３項目を重点に事業運営を進めてまいります。 

  

①高い品質・高いサービスの提供と新しい価値の創造 

当社は開発提案型技術商社であり、「お客様の期待と信頼に応える」ことではじめて存在意義が発揮

されます。そのために高い品質と高いサービスを提供するとともに、市場を創造する商品の開発、ビジ

ネスモデルの構築を推進してまいります。 

②強固な経営基盤の確立 

企業競争力を高めるため、営業店舗網の見直しや資産・経費の圧縮など徹底した合理化を図り低コス

トで利益を生み出せる体質にしてまいります。 

③社会的責任の遂行と人材の強化 

ISO9001、ISO14001 に基づく企業運営をはじめ、企業の社会的責任を果たす活動としてコンプライア

ンスの強化、リスク管理の徹底を図ってまいります。 

  

今後の国内経済は、このたび発生しました東北地方太平洋沖地震の及ぼす影響が計り知れず、見通し

を立てることが困難な状況にあります。 

このような環境の下、当社グループは震災による経営環境の変化に対処するとともに、営業活動の強

化、新商品の開発、業務の効率化を引き続き推進、業績拡大と収益向上に努めてまいります。 

  

３．経営方針

（１）会社の経営の基本方針

（２）目標とする経営指標

（３）中長期的な会社の経営戦略

（４）会社の対処すべき課題

ニッパン（7563）平成23年３月期　決算短信

- 8 -



４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,015,612 1,629,784

受取手形及び売掛金 8,376,345 8,340,123

商品及び製品 2,539,613 2,485,951

その他のたな卸資産 22,677 27,276

未収入金 1,526,941 1,620,972

繰延税金資産 197,216 252,544

その他 139,079 106,152

貸倒引当金 △13,801 △17,915

流動資産合計 13,803,683 14,444,889

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 3,502,462 3,607,422

減価償却累計額 △2,022,432 △2,115,451

建物及び構築物（純額） 1,480,029 1,491,971

機械装置及び運搬具 626,473 646,398

減価償却累計額 △455,884 △513,225

機械装置及び運搬具（純額） 170,588 133,173

土地 3,054,149 3,044,689

その他 958,039 1,182,558

減価償却累計額 △695,582 △721,075

その他（純額） 262,456 461,482

有形固定資産合計 4,967,223 5,131,317

無形固定資産   

無形固定資産合計 30,162 24,978

投資その他の資産   

投資有価証券 740,571 763,877

長期貸付金 172,556 140,547

繰延税金資産 115,625 －

その他 327,266 373,104

貸倒引当金 △31,622 △48,398

投資その他の資産合計 1,324,396 1,229,131

固定資産合計 6,321,782 6,385,427

資産合計 20,125,466 20,830,317
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 8,581,072 9,121,205

短期借入金 3,630,423 2,930,197

リース債務 105,160 127,501

未払法人税等 270,168 300,434

役員賞与引当金 23,891 32,020

その他 792,489 905,259

流動負債合計 13,403,204 13,416,618

固定負債   

リース債務 91,720 263,813

退職給付引当金 67,454 109,537

役員退職慰労引当金 226,272 263,574

資産除去債務 － 27,412

負ののれん 18,764 14,813

繰延税金負債 － 1,813

固定負債合計 404,211 680,966

負債合計 13,807,415 14,097,584

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,040,345 2,040,345

資本剰余金 1,251,391 1,251,391

利益剰余金 3,104,411 3,518,474

自己株式 △150,910 △151,394

株主資本合計 6,245,238 6,658,817

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 134,791 156,100

為替換算調整勘定 △61,979 △82,186

その他の包括利益累計額合計 72,812 73,914

純資産合計 6,318,051 6,732,732

負債純資産合計 20,125,466 20,830,317
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 
 連結損益計算書 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

売上高 33,983,337 37,661,308

売上原価 27,645,389 30,562,272

売上総利益 6,337,947 7,099,035

販売費及び一般管理費 5,854,364 6,068,768

営業利益 483,583 1,030,267

営業外収益   

受取利息 5,002 4,409

受取配当金 6,338 13,448

負ののれん償却額 987 3,950

仕入割引 33,871 41,277

為替差益 － 1,970

その他 27,966 22,202

営業外収益合計 74,167 87,259

営業外費用   

支払利息 33,471 26,403

手形売却損 20,077 19,759

売掛債権売却損 9,624 9,773

売上割引 14,401 14,699

為替差損 1,333 －

その他 8,505 12,560

営業外費用合計 87,413 83,197

経常利益 470,337 1,034,329

特別利益   

固定資産売却益 130,445 －

投資有価証券売却益 － 50,304

特別利益合計 130,445 50,304

特別損失   

固定資産除却損 1,660 842

減損損失 3,325 19,125

貸倒引当金繰入額 － 3,480

会員権評価損 － 1,050

会員権売却損 190 －

投資有価証券売却損 7,101 －

投資有価証券評価損 － 5,481

災害による損失 － 55,285

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 23,247

特別損失合計 12,277 108,512

税金等調整前当期純利益 588,504 976,121

法人税、住民税及び事業税 295,009 499,803

法人税等還付税額 － △121,639

法人税等調整額 △146,019 50,356

法人税等合計 148,990 428,519

少数株主損益調整前当期純利益 － 547,602

少数株主損失（△） △5,126 －

当期純利益 444,641 547,602
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 連結包括利益計算書 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 － 547,602

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 － 21,309

為替換算調整勘定 － △19,209

持分法適用会社に対する持分相当額 － △998

その他の包括利益合計 － 1,102

包括利益 － 548,704

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 － 548,704

少数株主に係る包括利益 － －

ニッパン（7563）平成23年３月期　決算短信

- 12 -



（３）連結株主資本等変動計算書 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 2,040,345 2,040,345

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,040,345 2,040,345

資本剰余金   

前期末残高 1,251,391 1,251,391

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,251,391 1,251,391

利益剰余金   

前期末残高 2,780,068 3,104,411

当期変動額   

剰余金の配当 △133,557 △133,539

当期純利益 444,641 547,602

連結範囲の変動 13,259 －

当期変動額合計 324,343 414,063

当期末残高 3,104,411 3,518,474

自己株式   

前期末残高 △150,217 △150,910

当期変動額   

自己株式の取得 △692 △484

当期変動額合計 △692 △484

当期末残高 △150,910 △151,394

株主資本合計   

前期末残高 5,921,588 6,245,238

当期変動額   

剰余金の配当 △133,557 △133,539

当期純利益 444,641 547,602

連結範囲の変動 13,259 －

自己株式の取得 △692 △484

当期変動額合計 323,650 413,578

当期末残高 6,245,238 6,658,817
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(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 △2,358 134,791

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 137,149 21,309

当期変動額合計 137,149 21,309

当期末残高 134,791 156,100

繰延ヘッジ損益   

前期末残高 － －

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － －

当期変動額合計 － －

当期末残高 － －

為替換算調整勘定   

前期末残高 △55,652 △61,979

当期変動額   

連結範囲の変動に伴う為替換算調整勘定の
増減

△13,259 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 6,932 △20,207

当期変動額合計 △6,327 △20,207

当期末残高 △61,979 △82,186

その他の包括利益累計額合計   

前期末残高 △58,010 72,812

当期変動額   

連結範囲の変動に伴う為替換算調整勘定の
増減

△13,259 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 144,082 1,102

当期変動額合計 130,822 1,102

当期末残高 72,812 73,914

少数株主持分   

前期末残高 56,378 －

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △56,378 －

当期変動額合計 △56,378 －

当期末残高 － －

純資産合計   

前期末残高 5,919,955 6,318,051

当期変動額   

剰余金の配当 △133,557 △133,539

当期純利益 444,641 547,602

連結範囲の変動 13,259 －

連結範囲の変動に伴う為替換算調整勘定の増
減

△13,259 －

自己株式の取得 △692 △484

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 87,703 1,102

当期変動額合計 398,095 414,681

当期末残高 6,318,051 6,732,732
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 588,504 976,121

持分法による投資損益（△は益） △414 △1,657

減価償却費 281,742 306,524

負ののれん償却額 △987 △3,950

減損損失 3,325 19,125

貸倒引当金の増減額（△は減少） △28,679 17,409

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △8,209 8,129

退職給付引当金の増減額（△は減少） 37,199 42,082

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 27,655 37,302

受取利息及び受取配当金 △11,341 △17,858

支払利息 33,471 26,403

投資有価証券評価損益（△は益） － 5,481

有形固定資産売却損益（△は益） △130,445 －

有形固定資産除却損 1,660 842

投資有価証券売却損益（△は益） 7,101 △50,304

会員権評価損 － 1,050

会員権売却損益（△は益） 190 －

貸倒引当金繰入額 － 3,480

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 23,247

売上債権の増減額（△は増加） △2,384,620 36,222

たな卸資産の増減額（△は増加） 601,359 49,062

仕入債務の増減額（△は減少） 742,478 564,133

未払消費税等の増減額（△は減少） 87,105 △75,967

未収入金の増減額（△は増加） △258,727 △94,030

その他の資産の増減額（△は増加） 63,964 △15,176

その他の負債の増減額（△は減少） △9,261 86,903

小計 △356,925 1,944,574

利息及び配当金の受取額 9,050 15,687

利息の支払額 △33,476 △26,426

法人税等の支払額 △75,677 △440,408

法人税等の還付額 － 116,539

営業活動によるキャッシュ・フロー △457,029 1,609,965

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △27,822 △88,818

有形固定資産の売却による収入 62,268 －

投資有価証券の取得による支出 △14,521 △19,283

投資有価証券の売却による収入 20,511 80,933

関係会社株式の取得による支出 △31,500 －

貸付けによる支出 △680 △2,500

貸付金の回収による収入 29,361 42,973

無形固定資産の取得による支出 △828 △66

会員権の売却による収入 759 －

投資その他の資産の取得による支出 － △35,665

投資活動によるキャッシュ・フロー 37,547 △22,428
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(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 301,787 △700,226

自己株式の取得による支出 △692 △484

リース債務の返済による支出 △83,402 △113,564

配当金の支払額 △133,557 △133,539

財務活動によるキャッシュ・フロー 84,135 △947,814

現金及び現金同等物に係る換算差額 3,961 △25,551

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △331,385 614,172

現金及び現金同等物の期首残高 1,346,997 1,015,612

現金及び現金同等物の期末残高 1,015,612 1,629,784
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該当事項はありません。 

（５）継続企業の前提に関する注記

ニッパン（7563）平成23年３月期　決算短信

- 17 -



  

（６）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

(1) 連結の範囲に関する事項 (1) 連結の範囲に関する事項

すべての子会社を連結しております。 

連結子会社の数            ４社 

連結子会社名は、「企業集団の状況」に記載して

いるため省略しております。

   同左

(2) 持分法の適用に関する事項 (2) 持分法の適用に関する事項

 (イ)持分法適用の関連会社

タイニッパン有限公司

 (イ)持分法適用の関連会社 

    同左

 (ロ)持分法を適用していない関連会社アルプススク

リュー㈱は連結純損益及び利益剰余金等に及ぼ

す影響が軽微であり、かつ全体としても重要性

がないため、投資勘定については、持分法を適

用せず原価法により評価しております。

 (ロ) 同左

(3) 連結子会社の事業年度

㈱東洋富士製作所の決算日は２月28日、ニッパン

ビジネスサポート㈱、NHKインテックス社及び日

帆商貿（惠州）有限公司の決算日は12月31日であ

ります。連結財務諸表の作成にあたりましては、

ニッパンビジネスサポート㈱については、連結決

算日現在で実施した仮決算に基づく財務諸表を使

用し、他の３社については、同日現在の財務諸表

を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引

については、連結上必要な調整を行っておりま

す。

(3) 連結子会社の事業年度

NHKインテックス社および日帆商貿（惠州）有限

公司の決算日は12月31日であります。連結財務諸

表の作成にあたりましては、同日現在の財務諸表

を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引

については、連結上必要な調整を行っておりま

す。 

なお、㈱東洋富士製作所は従来２月末日を決算日

としておりましたが、当連結会計年度より３月末

日に変更し、当連結会計年度は平成22年３月１日

から平成23年３月31日までの13ヶ月間の連結業績

を組み入れております。また、ニッパンビジネス

サポート㈱は従来12月末日を決算日としており、

連結決算日現在で実施した仮決算に基づく財務諸

表を使用しておりましたが、当連結会計年度より

決算日を３月末日に変更しております。

(4) 会計処理基準に関する事項 (4) 会計処理基準に関する事項

 (イ)重要な資産の評価基準及び評価方法 

   ・たな卸資産

主として総平均法による原価法（貸借対照

表額は収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法により算定）

 (イ)重要な資産の評価基準及び評価方法 

   ・たな卸資産

同左

   ・有価証券

    その他有価証券

    ａ 時価のあるもの：決算末日の市場価格等

に基づく時価法(評価差

額は、全部純資産直入

法により処理し、売却

原価は総平均法により

算定)

   ・有価証券

    その他有価証券

    ａ 時価のあるもの：同左

    

    ｂ 時価のないもの：総平均法による原価法

   ・デリバティブ取引により生ずる債権及び債務

     時価法

    ｂ 時価のないもの：同左 

   ・デリバティブ取引により生ずる債権及び債務 

     同左
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(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

 (ロ)重要な減価償却資産の減価償却の方法 

  ① 有形固定資産（リース資産を除く） 

   ・建物（建物附属設備は除く） 

   ａ平成19年３月31日以前に取得したもの 

    旧定額法によっております。 

   ｂ平成19年４月１日以降に取得したもの 

    定額法によっております。 

   ・建物以外 

   ａ平成19年３月31日以前に取得したもの 

    旧定率法によっております。 

   ｂ平成19年４月１日以降に取得したもの 

    定率法によっております。 

 

 (ロ)重要な減価償却資産の減価償却の方法 

  ① 有形固定資産（リース資産を除く） 

   ・建物（建物附属設備は除く） 

   ａ平成19年３月31日以前に取得したもの 

     同左 

   ｂ平成19年４月１日以降に取得したもの 

     同左 

   ・建物以外 

   ａ平成19年３月31日以前に取得したもの 

     同左 

   ｂ平成19年４月１日以降に取得したもの 

     同左 

 

  ② 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっております。

ただし、自社利用のソフトウェアについては、

社内における利用可能期間（５年）に基づく定

額法によっております。

  ③ リース資産

 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係

るリース資産

 リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロ

とする定額法によっております。

 なお、平成20年３月31日以前に契約した、リ

ース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。

 (ハ)重要な引当金の計上基準

  ② 無形固定資産（リース資産を除く） 

     同左 

  

 

 

  ③ リース資産

  同左 

 

  

 

  

  

 

  

 

 (ハ)重要な引当金の計上基準

  ① 貸倒引当金

    債権の貸倒に備えるため、以下の基準により

貸倒引当金を設定しております。

ａ 一般債権 ：貸倒実績率法

ｂ 貸倒懸念債権及び

破産更生債権

：財務内容評価法

  ① 貸倒引当金 

     同左
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(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

  ② 退職給付引当金

    従業員の退職給付に備えるため、当連結会計

年度末における退職給付債務の見込額に基づ

き、当連結会計年度末において発生している

と認められる額を計上しております。

    過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均

残存勤務期間内の一定の年数(10年)による定

額法により、当該連結会計年度から、費用又

は費用の減額処理をすることとしておりま

す。

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の

平均残存勤務期間内の一定の年数(10年)によ

る定額法により、翌連結会計年度から費用又

は費用の減額処理をすることとしておりま

す。

（会計方針の変更） 

 当連結会計年度から「退職給付に係る会計基準」の

一部改正（その３）（企業会計基準第19号 平成20年

７月31日）を適用しております。 

 数理計算上の差異を翌連結会計年度から償却するた

め、これによる営業利益、経常利益及び税金等調整前

当期純利益に与える影響はありません。 

 また、本会計基準の適用に伴い発生する退職給付債

務の差額の未処理残高は84,410千円であります。

  ② 退職給付引当金

    従業員の退職給付に備えるため、当連結会計

年度末における退職給付債務の見込額に基づ

き、当連結会計年度末において発生している

と認められる額を計上しております。

    過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均

残存勤務期間内の一定の年数(10年)による定

額法により、費用又は費用の減額処理をする

こととしております。

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の

平均残存勤務期間内の一定の年数(10年)によ

る定額法により、発生年度の翌連結会計年度

から費用又は費用の減額処理をすることとし

ております。

  ③ 役員退職慰労引当金

    役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規

に基づく連結会計年度末要支給額の100％を計

上しております。

  ③ 役員退職慰労引当金

     同左 

  

 

  ④ 役員賞与引当金

    役員に対して支給する賞与の支出に備えるた

め、当連結会計年度末における支給見込額に

基づき、当連結会計年度に見合う分を計上し

ております。

  ④ 役員賞与引当金

     同左    
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(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

 (ニ)重要なヘッジ会計の方法  (ニ)重要なヘッジ会計の方法

  ① ヘッジ会計の方法

    繰延ヘッジ処理によっております。為替予約

のうち振当処理の要件を満たしている場合は

振当処理を行っております。

  ① ヘッジ会計の方法

     同左

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

    ・ヘッジ手段：為替予約取引 

    ・ヘッジ対象：外貨建予定取引

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

     同左

  ③ ヘッジ方針

    通常の営業過程における輸出入取引の為替相

場の変動によるリスクを軽減するため、先物

為替予約取引(主として包括予約)を行ってお

ります。

  ③ ヘッジ方針

     同左

  ④ ヘッジ有効性評価の方法

    為替予約取引については、ヘッジ手段とヘッ

ジ対象が対応していることを確認することに

より、有効性を評価しております。

  ④ ヘッジ有効性評価の方法

     同左

 (ホ)その他の連結財務諸表作成のための重要な事項

  消費税等の会計処理

   消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式に

よっております。

 (ホ)その他の連結財務諸表作成のための重要な事項 

  消費税等の会計処理 

   同左

(5) 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

  連結子会社の資産及び負債の評価については、全

面時価評価法を採用しております。

(5) 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

   同左

(6) 負ののれんの償却に関する事項 

負ののれんは、５年間で均等償却しております。 

 

(7) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範

囲

  連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金

及び現金同等物)は、手許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない取得日か

ら３ヵ月以内に償還期限の到来する短期投資から

なっております。

(6) 負ののれんの償却に関する事項 

 同左 

 

(7) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範

囲

   同左
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（７）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

              ───────────       （資産除去債務に関する会計基準等）

  当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計

基準」（企業会計基準第18号 平成20年3月31日）

及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第21号 平成20年3月31

日）を適用しております。 

これにより、営業利益及び経常利益は、それぞれ

677千円減少し、税引前当期純利益は23,924千円減

少しております。
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当連結会計年度(自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日) 

※１ 当連結会計年度の直前連結会計年度における包括利益 

   親会社株主に係る包括利益          575,463千円 

   少数株主に係る包括利益           △5,126  

             計            570,337 

  

※２ 当連結会計年度の直前連結会計年度におけるその他の包括利益 

   その他有価証券評価差額金          137,149千円 

   為替換算調整勘定              △9,258 

   持分法適用会社に対する持分相当額       2,931 

             計            130,822 

  

  

  

  

  

  

（８）【連結財務諸表に関する注記事項】

(連結包括利益計算書関係)
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(注) １ 事業区分は、商品の種類及び販売経路の共通性を考慮しました。 

２ 事業区分の主要商品 

 
３ 資本的支出の金額は、長期前払費用の増加額を含めて表示しております。 

  

  

  

(セグメント情報等)

(事業の種類別セグメント情報)

前連結会計年度(自平成21年４月１日 至平成22年３月31日)

オートパーツ 
事業 
(千円)

プレシジョン
パーツ事業 
(千円)

IT事業
(千円)

合計
(千円)

消去 
又は全社 
(千円)

連結
(千円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

  売上高

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高

13,777,447 18,559,677 1,646,211 33,983,337 ─ 33,983,337

 (2) セグメント間の内部
   売上高又は振替高

─ ─ ─ ─ (─) ─

計 13,777,447 18,559,677 1,646,211 33,983,337 (─) 33,983,337

  営業費用 13,503,954 18,290,687 1,705,110 33,499,753 ─ 33,499,753

  営業利益又は 
  営業損失（△） 273,493 268,990 △58,899 483,583 ─ 483,583

Ⅱ 資産、減価償却費、 
  減損損失 
  及び資本的支出

   資産 11,076,274 8,510,095 539,096 20,125,466 ─ 20,125,466

   減価償却費 100,616 179,415 1,710 281,742 ─ 281,742

   減損損失 3,325 ─ ─ 3,325 ─ 3,325

   資本的支出 93,376 106,676 1,109 201,161 ─ 201,161

事業区分 主要商品

オートパーツ事業

補機用ベルト、タイミングベルト、テンショナーベアリング、エレメント、ワイパー

ブレード、オイルシール、ウォーターポンプ、樹脂ブーツ、燃料タンク、ホイール、

マフラー、ブレーキパーツ、ライト・ランプ、建機部品、電装商品、ケミカル類、タ

イヤチェーン、補修用ばね、モータースポーツ用サスペンション、リビルト商品、各

種センサー類、故障診断機、自動車用油脂類

プレシジョンパーツ

事業

インジェクター用部品、精密プレス品、コントロールケーブル、切削品、冷間鍛造

品、樹脂成形品、精密ばね、メカニカルパーツ、ロックヒンジ、ファスナー類、クラ

ンプ、金属資材、遮熱断熱塗料、ＬＥＤ関連部品

IT事業

機能性コーティング・加飾コーティング、光ファイバーアッセンブリー用部品、光デ

バイス用精密加工品、医療画像モニター用アーム・カート、医療機器用精密加工品、

液晶ディスプレイ・タッチパネル、コンピュータ周辺機器、画像関連機器、ネットワ

ーク関連機器・ソフトウェア、車載端末機器、測定機・検査装置、生産設備・省力化

機器・省エネ環境機器
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前連結会計年度(自平成21年４月１日 至平成22年３月31日)における所在地別セグメント情報は、

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の合計額に占める「日本」の割合がいずれも

90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

  

前連結会計年度(自平成21年４月１日 至平成22年３月31日)については海外売上高が、連結売上高

の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

(所在地別セグメント情報)

(海外売上高)
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前連結会計年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日) 

  
 

(注) セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と一致しております。 

  

当連結会計年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日) 

  
 

(注) セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と一致しております。 

  

(セグメント情報)

１．報告セグメントの概要

 当社グループの報告セグメントは、当社及び子会社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能

であり、取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象とな

っているものであります。

 当社グループは、自動車用部品用品及び産業用機器・部品等の製造販売を主な事業内容としており、

自動車用部品用品及び自動車用ばねの販売はオートパーツ事業が、産業用機器・部品等の販売はプレシ

ジョンパーツ事業が、情報関連、加工関連の販売はＩＴ事業が、機材設備関連の販売は産業システム事

業がそれぞれ行っております。

 従って、当社グループの構成単位は、販売体制を基礎とした事業別のセグメントから構成されてお

り、「オートパーツ事業」、「プレシジョンパーツ事業」、「ＩＴ事業」および「産業システム事業」

の４つを報告セグメントとしております。

２．報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

報告セグメント

調整額 
(千円）

連結損益
計算書計上

額 
(千円） 
（注）

オートパーツ 
事業 

(千円）

プレシジョン
パーツ事業 
(千円）

ＩＴ事業
(千円）

産業システ
ム事業 
（千円）

計
(千円）

売上高

 外部顧客への売上高 13,777,447 18,559,677 823,322 822,889 33,983,337 ― 33,983,337

 セグメント間の内部 
 売上高又は振替高

― ― ― － ― ― ―

計 13,777,447 18,559,677 823,322 822,889 33,983,337 ― 33,983,337

セグメント利益 
 又は損失（△） 273,493 268,990 △44,330 △14,569 483,583 ― 483,583

報告セグメント

調整額 
(千円）

連結損益
計算書計上

額 
(千円） 
（注）

オートパーツ 
事業 

(千円）

プレシジョン
パーツ事業 
(千円）

ＩＴ事業
(千円）

産業システ
ム事業 
（千円）

計
(千円）

売上高

 外部顧客への売上高 14,484,437 20,288,955 1,391,603 1,496,313 37,661,308 ― 37,661,308

 セグメント間の内部 
 売上高又は振替高

― ― ― － ― ― ―

計 14,484,437 20,288,955 1,391,603 1,496,313 37,661,308 ― 37,661,308

セグメント利益 
 又は損失（△） 427,225 609,495 △18,924 12,471 1,030,267 ― 1,030,267
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３．報告セグメントの変更等に関する事項

 当連結会計年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日)

 当社は、当連結会計年度より、従来「ＩＴ事業」に含まれておりました機材設備関連商品の販売に係

る事業を分離独立し、「産業システム事業」を新設いたしました。これにより、従来「オートパーツ事

業」、「プレシジョンパーツ事業」および「ＩＴ事業」の３つを報告セグメントとしておりましたが、

これを「オートパーツ事業」、「プレシジョンパーツ事業」、「ＩＴ事業」および「産業システム事

業」の４つに変更しております。

 この変更は、専門性と機動力を高めユーザーのニーズに機敏に対応することを目的とした組織変更に

伴うものであります。

（追加情報）

 当連結会計年度より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21

年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

20号 平成20年３月21日）を適用しております。
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(注) 算定上の基礎 

  １ １株当たり純資産額 

 
  

  ２ １株当たり当期純利益金額 

 
  

  

 該当事項はありません。 

(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

１株当たり純資産額 283.87円 １株当たり純資産額 302.53円

１株当たり当期純利益金額 19.98円 １株当たり当期純利益金額 24.60円

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

貸借対照表の純資産の部の合計額(千円) 6,318,051 6,732,732

純資産の部の合計額から控除する金額（千
円）

─ －

  (うち少数株主持分) (─) (－)

普通株式に係る純資産額(千円) 6,318,051 6,732,732

普通株式の発行済株式数（千株） 22,800 22,800

普通株式の自己株式数（千株） 542 545

１株当たり純資産額の算定に用いられた普
通株式の数（千株） 22,257 22,254

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

当期純利益(千円) 444,641 547,602

普通株主に帰属しない金額(千円) ─ －

普通株式に係る当期純利益(千円) 444,641 547,602

期中平均株式数(千株) 22,258 22,255

(重要な後発事象)
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５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

(単位：千円)

前事業年度 
(平成22年３月31日) 

当事業年度 
(平成23年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 855,004 1,181,653

受取手形 1,341,764 1,238,520

売掛金 6,975,894 7,063,577

商品 2,473,567 2,419,312

前払費用 25,263 27,645

繰延税金資産 194,782 245,169

短期貸付金 61,215 30,922

関係会社短期貸付金 900,000 700,000

未収入金 1,531,009 1,620,972

その他 41,441 40,453

貸倒引当金 △10,711 △15,176

流動資産合計 14,389,231 14,553,052

固定資産   

有形固定資産   

建物 3,208,274 3,312,234

減価償却累計額 △1,774,229 △1,859,216

建物（純額） 1,434,045 1,453,018

構築物 154,495 155,495

減価償却累計額 △139,482 △142,867

構築物（純額） 15,012 12,627

車両運搬具 17,399 32,613

減価償却累計額 △17,051 △22,049

車両運搬具（純額） 348 10,564

工具、器具及び備品 602,064 613,700

減価償却累計額 △533,060 △529,640

工具、器具及び備品（純額） 69,004 84,059

機械及び装置 234,962 239,476

減価償却累計額 △89,859 △136,816

機械及び装置（純額） 145,102 102,660

土地 2,976,088 2,966,629

リース資産 291,350 499,431

減価償却累計額 △114,087 △139,401

リース資産（純額） 177,262 360,030

有形固定資産合計 4,816,864 4,989,590

無形固定資産   

ソフトウエア 7,518 2,769

その他 21,297 21,297

無形固定資産合計 28,815 24,066
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(単位：千円)

前事業年度 
(平成22年３月31日) 

当事業年度 
(平成23年３月31日) 

投資その他の資産   

投資有価証券 666,946 689,593

関係会社株式 194,110 194,110

出資金 18,110 18,110

関係会社出資金 60,000 60,000

長期貸付金 172,556 140,547

破産更生債権等 24,705 37,937

長期前払費用 23,037 21,107

繰延税金資産 115,625 －

その他 260,684 295,220

貸倒引当金 △31,622 △48,398

投資その他の資産合計 1,504,152 1,408,228

固定資産合計 6,349,832 6,421,885

資産合計 20,739,064 20,974,937

負債の部   

流動負債   

支払手形 75,597 －

買掛金 10,932,326 11,674,401

短期借入金 2,000,000 700,000

未払金 90,977 101,998

未払法人税等 269,155 292,887

未払費用 632,280 349,493

未払賞与 － 373,078

前受金 12,063 1,637

預り金 30,136 23,960

役員賞与引当金 23,891 32,020

リース債務 102,584 124,157

その他 3,412 262

流動負債合計 14,172,426 13,673,898

固定負債   

役員退職慰労引当金 226,272 263,574

退職給付引当金 38,307 77,424

繰延税金負債 － 1,569

リース債務 80,797 251,969

資産除去債務 － 21,192

固定負債合計 345,378 615,731

負債合計 14,517,804 14,289,629
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(単位：千円)

前事業年度 
(平成22年３月31日) 

当事業年度 
(平成23年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,040,345 2,040,345

資本剰余金   

資本準備金 1,251,391 1,251,391

資本剰余金合計 1,251,391 1,251,391

利益剰余金   

利益準備金 318,200 318,200

その他利益剰余金   

建物圧縮積立金 197,003 187,907

土地圧縮積立金 153,877 153,877

繰越利益剰余金 2,276,560 2,728,879

利益剰余金合計 2,945,640 3,388,863

自己株式 △150,910 △151,394

株主資本合計 6,086,468 6,529,207

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 134,791 156,100

評価・換算差額等合計 134,791 156,100

純資産合計 6,221,259 6,685,307

負債純資産合計 20,739,064 20,974,937
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（２）損益計算書 

(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

売上高 33,770,871 37,341,517

売上原価   

商品期首たな卸高 3,038,252 2,473,567

当期商品仕入高 26,979,017 30,331,245

合計 30,017,270 32,804,813

商品他勘定振替高 － 4,510

商品期末たな卸高 2,473,567 2,419,312

売上原価合計 27,543,702 30,380,989

売上総利益 6,227,168 6,960,527

販売費及び一般管理費 5,746,587 5,938,869

営業利益 480,581 1,021,658

営業外収益   

受取利息 9,796 10,222

受取配当金 16,099 23,424

その他 24,481 16,461

営業外収益合計 50,377 50,108

営業外費用   

支払利息 19,951 13,254

売上割引 14,401 14,699

手形売却損 20,077 19,759

売掛債権売却損 9,624 9,773

その他 3,597 6,660

営業外費用合計 67,652 64,148

経常利益 463,306 1,007,618

特別利益   

固定資産売却益 130,445 －

投資有価証券売却益 － 50,304

特別利益合計 130,445 50,304

特別損失   

固定資産除却損 1,660 842

貸倒引当金繰入額 － 3,480

投資有価証券売却損 7,101 －

投資有価証券評価損 － 5,481

会員権売却損 190 －

会員権評価損 － 1,050

災害による損失 － 15,139

減損損失 3,325 19,125

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 17,027

特別損失合計 12,277 62,145

税引前当期純利益 581,473 995,777

法人税、住民税及び事業税 292,000 492,039

法人税等還付税額 － △121,639

法人税等調整額 △167,272 48,615

法人税等合計 124,728 419,015

当期純利益 456,745 576,762
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（３）株主資本等変動計算書 

(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 2,040,345 2,040,345

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,040,345 2,040,345

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 1,251,391 1,251,391

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,251,391 1,251,391

資本剰余金合計   

前期末残高 1,251,391 1,251,391

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,251,391 1,251,391

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 318,200 318,200

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 318,200 318,200

その他利益剰余金   

建物圧縮積立金   

前期末残高 206,204 197,003

当期変動額   

圧縮積立金の取崩 △9,201 △9,096

当期変動額合計 △9,201 △9,096

当期末残高 197,003 187,907

土地圧縮積立金   

前期末残高 153,877 153,877

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 153,877 153,877

別途積立金   

前期末残高 163,600 －

当期変動額   

別途積立金の取崩 △163,600 －

当期変動額合計 △163,600 －

当期末残高 － －

ニッパン（7563）平成23年３月期　決算短信

- 33 -



(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

繰越利益剰余金   

前期末残高 1,780,570 2,276,560

当期変動額   

剰余金の配当 △133,557 △133,539

圧縮積立金の取崩 9,201 9,096

別途積立金の取崩 163,600 －

当期純利益 456,745 576,762

当期変動額合計 495,989 452,319

当期末残高 2,276,560 2,728,879

利益剰余金合計   

前期末残高 2,622,452 2,945,640

当期変動額   

剰余金の配当 △133,557 △133,539

圧縮積立金の取崩 － －

別途積立金の取崩 － －

当期純利益 456,745 576,762

当期変動額合計 323,188 443,223

当期末残高 2,945,640 3,388,863

自己株式   

前期末残高 △150,217 △150,910

当期変動額   

自己株式の取得 △692 △484

当期変動額合計 △692 △484

当期末残高 △150,910 △151,394

株主資本合計   

前期末残高 5,763,972 6,086,468

当期変動額   

剰余金の配当 △133,557 △133,539

当期純利益 456,745 576,762

自己株式の取得 △692 △484

当期変動額合計 322,496 442,738

当期末残高 6,086,468 6,529,207
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(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 △2,358 134,791

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 137,149 21,309

当期変動額合計 137,149 21,309

当期末残高 134,791 156,100

繰延ヘッジ損益   

前期末残高 － －

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － －

当期変動額合計 － －

当期末残高 － －

評価・換算差額等合計   

前期末残高 △2,358 134,791

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 137,149 21,309

当期変動額合計 137,149 21,309

当期末残高 134,791 156,100

純資産合計   

前期末残高 5,761,613 6,221,259

当期変動額   

剰余金の配当 △133,557 △133,539

当期純利益 456,745 576,762

自己株式の取得 △692 △484

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 137,149 21,309

当期変動額合計 459,646 464,048

当期末残高 6,221,259 6,685,307
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該当事項はありません。 

（４）継続企業の前提に関する注記
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（５）重要な会計方針

項目
第52期

(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

第53期
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

総平均法による原価法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

同左

(2) その他有価証券 

 ① 時価のあるもの

期末日の市場価格等に基づく時

価法(評価差額は、全部純資産

直入法により処理し、売却原価

は、総平均法により算定)

(2) その他有価証券

 ① 時価のあるもの

同左

 ② 時価のないもの

総平均法による原価法

 ② 時価のないもの

同左

２ デリバティブ取引により

生ずる債権及び債務

３ たな卸資産の評価基準及

び評価方法

時価法 

 
総平均法による原価法（貸借対照表価
額は収益性の低下に基づく簿価切下げ
の方法により算定）

同左 

 

４ 固定資産の減価償却の方

法

  (1) 有形固定資産 

  （リース資産を除く）

①建物（建物附属設備は除く） 

ａ平成19年３月31日以前に取得したも

の 

旧定額法によっております。 

ｂ平成19年４月１日以降に取得したも

の 

定額法によっております。 

②建物以外 

ａ平成19年３月31日以前に取得したも

の 

旧定率法によっております。 

ｂ平成19年４月１日以降に取得したも

の 

定率法によっております。

同左

  (2) 無形固定資産 

  （リース資産を除く）

自社利用のソフトウェアについては、

社内における利用可能期間(５年間)に

基づく定額法を採用しております。

同左

  (3) リース資産 

  

 

  

 

  

 

  

 

  

 

  

  (4) 長期前払費用

 所有権移転外ファイナンス・リース

取引に係るリース資産 

 リース期間を耐用年数とし、残存価

額をゼロとする定額法によっておりま

す。 

 なお、平成20年３月31日以前に契約

した、リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。 

 

定額法によっております。

同左 

  

 

  

 

  

 

  

 

  

 

  

同左
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項目
第52期

(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

第53期
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

５ 引当金の計上基準

  (1) 貸倒引当金 債権の貸倒れに備えるため、以下の基

準により貸倒引当金を設定しておりま

す。 

ａ 一般債権 

  貸倒実績率法 

ｂ 貸倒懸念債権及び破産更生債権 

  財務内容評価法

同左

  (2) 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当期

末における退職給付債務の見込額に基

づき、当期末において発生していると

認められる額を計上しております。 

過去勤務債務は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間の一定の年数(10

年)による定額法により、当該事業年

度から費用又は費用の減額処理をする

こととしております。 

数理計算上の差異は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間内の一定の年

数(10年)による定額法により、翌事業

年度から費用又は費用の減額処理をす

ることとしております。

（会計方針の変更） 

 当事業年度から「退職給付に係る会

計基準」の一部改正（その3）（企業

会計基準第19号 平成20年7月31日）

を適用しております。 

 数理計算上の差異を翌期から償却す

るため、これによる営業利益、経常利

益及び税引前当期純利益に与える影響

はありません。 

 また、本会計基準の適用に伴い発生

する退職給付債務の差額の未処理残高

は84,410千円であります。

従業員の退職給付に備えるため、当期

末における退職給付債務の見込額に基

づき、当期末において発生していると

認められる額を計上しております。 

過去勤務債務は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間の一定の年数(10

年)による定額法により、発生年度の

翌事業年度から費用又は費用の減額処

理をすることとしております。 

数理計算上の差異は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間内の一定の年

数(10年)による定額法により、翌事業

年度から費用又は費用の減額処理をす

ることとしております。

  (3) 役員退職慰労引当金 

  

 

役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく当期末要支給額の

100％を計上しております。

同左 

  

 

  (4) 役員賞与引当金 

 

役員に対して支給する賞与の支出に備

えるため、当期末における支給見込額

に基づき、当期に見合う分を計上して

おります。

同左 
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項目
第52期

(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

第53期
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

６ ヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法

  繰延ヘッジ処理によっておりま

す。為替予約のうち振当処理の要

件を満たしている場合は振当処理

を行っております。

① ヘッジ会計の方法

同左

② ヘッジ手段とヘッジ対象

  ・ヘッジ手段：為替予約取引

  ・ヘッジ対象：外貨建予定取引

② ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

③ ヘッジ方針

  通常の営業過程における輸出入取

引の為替相場の変動によるリスク

を軽減するため、先物為替予約

(主として包括予約)を行っており

ます。

③ ヘッジ方針

同左

④ ヘッジ有効性評価の方法

  為替予約取引については、ヘッジ

手段とヘッジ対象が対応している

ことを確認することにより、有効

性を評価しております。

④ ヘッジ有効性評価の方法

同左

７ その他財務諸表作成のた

めの重要な事項

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税

抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同左
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（６）重要な会計方針の変更

第52期
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

第53期
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

              ───────────       （資産除去債務に関する会計基準等）

  当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基

準」（企業会計基準第18号 平成20年3月31日）及

び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第21号 平成20年3月31

日）を適用しております。 

これにより、営業利益及び経常利益は、それぞれ

677千円減少し、税引前当期純利益は17,704千円減

少しております。
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(注) 算定上の基礎 

  １ １株当たり純資産額 

 
  

  ２ １株当たり当期純利益金額 

 
  

  

 該当事項はありません。 

（７）【個別財務諸表に関する注記事項】

(１株当たり情報)

第52期
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

第53期
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

１株当たり純資産額 279.52円 １株当たり純資産額 300.40円

１株当たり当期純利益金額 20.52円 １株当たり当期純利益金額 25.92円

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

第52期
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

第53期
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

貸借対照表の純資産の部の合計額(千円) 6,221,259 6,685,307

普通株式に係る純資産額(千円) 6,221,259 6,685,307

普通株式の発行済株式数（千株） 22,800 22,800

普通株式の自己株式数（千株） 542 545

１株当たり純資産額の算定に用いられた普
通株式の数（千株） 22,257 22,254

第52期
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

第53期
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

当期純利益(千円) 456,745 576,762

普通株主に帰属しない金額(千円) ─ －

普通株式に係る当期純利益(千円) 456,745 576,762

期中平均株式数(千株) 22,258 22,255

(重要な後発事象)
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